鈴鹿亀山地区広域連合第10期介護保険事業計画策定業務　仕様書

１　業務名
鈴鹿亀山地区広域連合第10期介護保険事業計画策定業務委託

２　業務の目的
本業務は、介護保険法の規定に基づく「鈴鹿亀山地区広域連合第10期介護保険事業計画」（以下「第10期計画」という。）（計画期間：令和９年度から11年度まで）を国の指針に沿って策定するにあたり、鈴鹿亀山地区広域連合（以下「広域連合」という。）圏域内の現状と課題、市民の介護保険制度に関するニーズや意識等の実態把握を的確に捉え、今後の高齢者介護の方向性を示すとともに、サービス給付の見込み量等の将来推計と計画期間における保険料の算定を行い、将来にわたり安定して持続可能な介護保険が運営できる、地域の特性を生かした計画となるよう、豊富な経験と高い専門知識を有する外部の専門機関へ業務委託を行うことを目的とする。

３　業務の方針
本業務の実施に当たっては、下記の方針を重視するものとする。
（１）介護保険制度の見直し及び国の示す指針等、制度改正の動きを早期に十分把握するとともに、着実な計画策定がなされるよう工程管理を的確に行うこと。
（２）計画の実効性を高める観点から、圏域住民ニーズの把握・反映はもとより、現場の実務者による検討作業を中心に計画策定を進めること。
（３）第９期計画の事業実績の評価及び課題の明確化を行い、鈴鹿亀山地区の地域特性を踏まえつつ、将来にわたり安定して持続的に介護保険が運営できるよう、今後の高齢者介護の方向性及び課題解決に向けた方策を明らかにすること。
（４）計画策定に必要なデータ、特に人口等や介護サービスの量の見込み、施設の必要量、保険料の見込み等の解析・推計等に当たっては、正確を期するとともに簡潔で分かりやすい資料作成に努めること。
（５）広域連合を構成する２市の高齢者福祉計画との整合を図りつつ、地域包括支援センターとの連携に配慮した計画にするとともに、計画期間における進行管理の仕組みを構築すること。
（６）保険者機能強化推進交付金等の評価指標に対応した計画であること。

４　業務の期間
業務年度は令和７年度と令和８年度の２か年とし、業務期間は、契約日から令和９年３月31日までとする。委託料については年度ごとに予算の範囲内で支払う。

５　履行場所
鈴鹿亀山地区広域連合介護保険課
（鈴鹿市神戸一丁目18番18号　鈴鹿市役所西館３階）
６　受託者の責務
　　　受託者は作業を円滑に進めるために、委託者と密接に連絡を取り、その事項を記録し、協議の際、相互に確認するものとする。また、受託者は委託者から報告（業務の進捗状況、疑義回答等）を要求されたときは、速やか（概ね２営業日以内）に報告すること。
７　業務の内容
本業務の内容は次のとおりとする。
（１）アンケート調査及び関係機関ヒアリング
　「高齢者介護に関する調査」の調査票の作成・実施・集計と分析等

ア　調査票の設計・作成
第９期介護保険事業計画（以下「第９期計画」という。）策定までのアンケート内容を踏まえ、国から示された介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の内容等の必ず実施しなければならない項目に、介護保険制度の見直しや国からの情報等を基に介護保険制度改正の方向性に十分配慮しながら、鈴鹿亀山地区における地域特性に応じた、ニーズ量推計や各施策の見直し、新たな施策展開に向けての判断材料となるよう広域連合独自の設問を適宜組み入れ、実施内容に示す①から⑥までの各アンケート調査票（案）の設計を行うこと。また、オンラインでも回答可能なハイブリット方式による実施手法を取り入れること。
なお、アンケート調査票（案）については、委託者と鈴鹿市及び亀山市の職員で構成する第10期介護保険事業計画策定ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）で検討することから、ワーキンググループで使用する資料を作成すること。
（実施内容）第９期計画を参考に見込みを記載
	　調査種別
	調査対象
	対象者数
	設問数
	回収(実績)

	1 在宅介護実態調査
	要介護認定を受けている在宅の方とその介護者
	2,000人抽出
	65問程度、Ａ４判16ページ
	1,013件
50.7％

	②介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
	要介護認定を受けていない第１号被保険者（要支援者を含む）
	2,000人抽出
	110問程度、Ａ４判20ページ
	1,281件
64.1％

	③第２号被保険者調査
	要支援・要介護認定を受けていない５５歳以上の第２号被保険者
	1,000人抽出
	50問程度、Ａ４判12ページ
	473件
47.3％

	④居宅介護支援事業所調査
	居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所
	全数
100か所
	20問程度、Ａ４判８ページ
	73件
88.0％

	⑤介護支援専門員調査
	居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所に所属する介護支援専門員
	全数
300人
	50問程度、Ａ４判16ページ
	210件
79.5％

	⑥サービス提供事業所調査
	介護サービスの提供事業所（有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅を含む）
	全数
400か所
	50問程度、Ａ４判16ページ
	359件
94.2％


　
イ　封筒の作成
調査に必要な発送用封筒、返信用封筒を下記のとおり作成すること。
・発送用封筒（角型２号）5,500部、「アンケート票在中」等と明記したもの
・返信用封筒（長型３号）5,800部、料金受取人払扱、テープ付きのもの
ウ　調査の実施
委託者が交付した宛名ラベルを発信用封筒に貼付し、調査票と返信用封筒を発送用封筒に封入し指定期日に発送を行う。回収先は委託者とすること。
回収された調査票は、返信用封筒ごと委託者から受託者に引き渡す。封筒の開封は受託者が行うこと。
・郵送調査の発送費用は受託者が負担するものとする
・返信費用は委託者が負担するものとする
・対象者の抽出及び宛名ラベル作成は委託者が行い、それに係る費用も委託者が負担するものとする
エ　集計･分析･報告書作成
回収された調査票（アの①から⑥まで）のデータ及び記述回答を入力の上、単純集計及び広域連合別、市別及び日常生活圏域別の集計、属性別集計、評価･ニーズ推計･政策判断等に必要なクロス集計を実施し、グラフ作成、分析コメントを添付して、調査結果報告書原稿としてとりまとめること。
分析に当たっては第９期計画策定時のアンケート調査との比較分析を加え意識・意向の変化が分かるようにとりまとめること。
また、第10期介護保険事業計画策定部会（以下「策定部会」という。）での検討資料として分析結果の概要版原稿を合わせて作成すること。
　　オ　関係機関へのヒアリング
　　　　アンケートの結果を受けて、推計等を実施するために委託者が必要に応じて事業所等の関係機関へのヒアリングを実施する場合には、資料の作成等の支援や議事概要の作成をすること。

（２）基礎調査業務　【令和７、８年度業務】
計画策定の基礎資料とするため、下記の基礎調査を実施する。
ア　基礎資料の整理
鈴鹿亀山地区における高齢者等の状況、サービス提供事業所等の状況等関連諸資料をもとに分析作業を行い、基礎資料として整理すること。
イ　給付実績の分析・評価
国が示す地域包括ケア「見える化」システムを用いるなどして介護サービスの給付実績を整理し、計画値との比較や国・県との比較等によりサービス給付の傾向を分析すること。
また、第９期計画期間における国民健康保険団体連合会からの給付実績及び総合事業の実績情報並びに被保険者データと突合させることにより、日常生活圏域ごとの給付データを分析し、地域分析を行うこと。
ウ　現計画の検証と課題の抽出
第９期計画について、事業の進捗状況、目標数値の達成度等について検証を行い、計画を見直すに当たっての課題を抽出すること。
（３）計画策定業務　【令和８年度業務】
以下の項目に沿って、ワーキンググループでの検討及び策定部会の協議に基づき、計画策定を行うこと。
ア　基本事項の検討・調整
国の基本指針や三重県の介護保険制度の改正の動向の把握と課題について、情報収集を行い、整理するとともに、それに沿った計画とすること。
アンケート調査結果及び基礎調査結果から課題、ニーズ等を踏まえ、第９期計画における目標数値の達成状況等の現状把握と直近の状況に即した数値の補正を適切に実施するための分析をするとともに、計画を見直すに当たっての基本的な事項（計画の構成、体系等）を検討すること。検討結果を踏まえた目標設定とともに、目標達成のための施策や事業の取組の設定を（支援）すること。また、保険者機能強化推進交付金等の評価指標に対応するように設定（支援）すること。設定した施策や事業の取組について進捗管理ができるよう、アウトプット指標及びアウトカム指標の設定及び設定資料を作成することで、構成市が策定する高齢者福祉計画と整合性を確保すること。
イ　推計等の実施
日常生活圏域ごとに、総人口、高齢者、認定者（要介護度別）等の推計を行い、介護サービスの利用動向等から、「見える化」システム等を用いてサービス見込量や施設の必要量を推計すること。また、推計については、構成市別も行い、構成市が「見える化」システムを活用して比較、検討ができるようにすること。

なお、推計に当たっては、適切な事業量の見込みとなるよう、アンケート調査結果や制度改正の動向を踏まえた上で、「見える化」システムの活用による計画値と実績値の分析、様々なケースを想定した比較検討可能な見込量推計を行い、策定部会等で議論が可能となるよう、算定根拠とともに分かりやすく提示すること。
策定部会で再検討が必要となった場合は、速やかに再度見込量推計を行うこと。
ウ　保険料の設定
各種推計に基づき保険料設定案を作成する。作成に当たっては、各所得段階や負担の公平性に配慮し、所得段階別の負担や介護給付費準備基金からの繰入額について、いくつかの条件を変え、総合的な判断が可能な資料とすること。
策定部会で再検討が必要となった場合は、議論の内容を踏まえた設定を速やかに行うこと。
エ　検討用素案及び説明資料の作成
施策や事業の取組ごとに現状分析や課題の抽出を支援するとともに、成果指標や活動指標を設定すること。取組の検討は、ワーキンググループだけでなく包括支援センターに関する事項は広域連合と基幹型地域包括支援センターが共同で検討することからその作業を支援すること。

策定部会、パブリックコメント、鈴鹿亀山地区広域連合議会等各調整のため、第10期計画素案や説明資料を作成すること。各調整により修正・見直しがなされた箇所については随時訂正を行うこと。
オ　パブリックコメント等への対応
広く圏域住民の意見を計画に反映していくために、パブリックコメントを実施することから、パブリックコメント等の実施、意見収集の結果整理、対応協議、公表等の対応への支援を行うこと。
カ　計画のとりまとめ
各調整を踏まえ、第10期計画としてとりまとめること。策定された計画について、計画書原稿を作成すること。
（４）会議等の運営補助業務　【令和７、８年度業務】
実効的な計画策定を進めるため、以下の会議について運営を補助する。
ア　策定部会の運営支援
策定部会に出席し、これに関する会議資料原稿及び議事概要の作成、運営支援を行うこと。概ね５回開催する。

イ　ワーキンググループの運営支援
ワーキンググループの会議に出席し、これに関する会議資料原稿及び議事概要の作成、運営支援を行うこと。概ね10回開催する。

ウ　事務局との打ち合わせ
調査を円滑かつ効果的に進めるため、委託者と作業工程ごとに少なくとも１回以上の打ち合わせを行うこと。また、作業の進捗状況について、随時報告を行うこと。
委託者の緊急的な事情により来庁を依頼された場合にも速やかに来庁し、担当職員からの指示に従って事務の作業を行うこと。
（５）計画の進行管理方法の提案と進行管理シートの作成
　　　計画策定後は、委託者、鈴鹿市、亀山市、10か所の地域包括支援センター及び２か所の基幹型地域包括支援センターがそれぞれの役割を担い目標の達成に向けて取り組むことから、その進行管理の手法について提案すること。
　　　計画期間における各年度の取組結果は、国・県への報告だけでなく、外部の有識者等で構成する鈴鹿亀山地区広域連合介護保険運営委員会で報告することから、これらの報告について計画期間を通して活用できる、第10期計画の内容に合わせた進行管理シートを作成すること。
８　成 果 品

成果品は次に定めるものとし、業務完了時に納品するものとする。
1 アンケート結果報告書（原稿）



１部
2 アンケート結果概要版（原稿）



１部

3 アンケート集計データ




１部
4 基礎調査業務及び計画策定業務データ等（原稿）
１部
5 計画書・本冊（原稿）




１部
6 進行管理シート





１部
7 会議録






１部
8 その他本業務で作成したもの



一式
9 上記にかかる電子データ



一式

※電子データはＰＤＦ形式と、ワード、エクセル等加工可能なファイル形式の両方とする。
９　スケジュール

アンケート調査及び関係機関ヒアリング業務　　　令和７年度中

計画書素案作成　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年６月から12月頃

パブリックコメント実施　　　　　　　　　　　　令和９年１月頃
計画書案修正　　　　　　　　　　　　　　　　　令和９年２月頃
計画書完成　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和９年３月

10　業務実施計画書の作成

契約締結時に、業務内容における契約日から業務完了までの実施計画予定について、業務実施計画書を作成し、提出すること。

11　個人情報保護

受託者は個人情報保護法を遵守し、委託者から提供された個人情報及び業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。また、業務終了後も同様とする。
12　その他
（１）成果品に係る所有権、著作権は委託者に帰属するものとする。
（２）本仕様書に委託者が負担するとしている費用を除き、実施に要する費用は委託料に含むものとする。
（３）本業務の実施にあたり疑義が生じたときや本仕様書及び関係法令に記載のない事項については、委託者と協議のうえ実施すること。
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